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委員会の設置目的

○ 先端計測分析技術・機器開発の推進を図るため、次の①から③の検討を行う委員会

を平成１６年度に設置。

① 先端計測分析技術・機器開発関連事業の計画及び進捗状況の把握

② 内外の関連する技術動向・ニーズ等の把握

③ 事業推進にあたっての基本的な考え方の整理・検討

※平成１６年からＪＳＴ「先端計測分析技術・機器開発事業」開始

（「要素技術プログラム」「機器開発プログラム」の２プログラムを開始）

○ 計測分析技術は、世界最先端の独創的な研究開発成果を創出するための重要な

キーテクノロジーであり、科学技術の進展に必要不可欠な、あらゆる研究開発活動を

支える共通的な研究開発基盤として極めて重要である。

平成１３年 「第２期科学技術基本計画（平成１３年３月 閣議決定）」において、

研究開発活動等を支える知的基盤として、先端計測分析技術・機器等の

戦略的・体系的な整備の促進が示される。

平成１４年 田中 耕一 氏（（株）島津製作所フェロー） ノーベル化学賞 受賞

（生体高分子の同定および構造解析のための手法の開発）

平成１５年 文部科学省「先端計測分析技術・機器開発に関する検討会」設置

委員会の設置経緯
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第２期（Ｈ１６．２．２０～Ｈ１７．１．３１）

・先端計測分析技術・機器開発における内外の研究開発動向

・重点開発領域の特定、公募・採択の実施について

第３期（Ｈ１７．２．１～Ｈ１９．１．３１）

・先端計測分析技術・機器開発における内外の研究開発動向

・重点開発領域の特定、公募・採択の実施について

・中間評価、事後評価の実施方針について

第４期（Ｈ１９．２．１～Ｈ２１．１．３１）

・先端計測分析技術・機器開発における内外の研究開発動向

・新規プログラム（ソフトウェア開発プログラム、プロトタイプ実証・実用化プログラム）検討

・重点開発領域の特定、公募・採択の実施について

→平成２０年度から「プロトタイプ実証・実用化プログラム」、平成２１年度から「ソフトウェア開発
プログラム」を開始

第６期までの主な審議状況
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第５期（Ｈ２１．１．３１～Ｈ２３．１．３１）

・報告書「我が国の知的創造基盤の強化に向けて―世界をリードする先端計測分析技
術・機器開発体制の構築―」（Ｈ２２．８．６）【参考資料２－１】
→知的創造プラットフォームの構築などの新たな取組を提言
・「平成２３年度科学・技術重要施策アクション・プランへの貢献等について」

（Ｈ２３．１．３１）【参考資料２－２】



第６期までの主な審議状況
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第６期（Ｈ２３．２．１～Ｈ２５．１．３１）

・「先端計測分析技術・機器開発プログラムの改善と新たな推進方策について（中間報告）」

（Ｈ２３．９．２７）【参考資料２－３】

・「先端計測分析技術・機器開発プログラム平成２４年度におけるプログラム実施の基本方針」

（Ｈ２４．１．２４）【参考資料２－４】

→重点開発領域として「放射線計測領域」、「グリーンイノベーション領域」を設定。領域毎に置く
領域総括の下、課題の克服に強い意志を持ってプログラムを推進。

→プログラムの戦略立案、推進、評価体制を再構築。推進委員会の下に「総合評価分科会」、
「放射線計測領域分科会」、「グリーンイノベーション領域分科会」を設置。小委員会が示す基

本方針を踏まえ、ＪＳＴは具体的なプログラムの実行方策を検討し、効果的推進を担う。

・「先端計測分析技術・機器開発プログラム平成２５年度のプログラム実施の重要事項」

（Ｈ２４．８．２４）【参考資料２－５】

・「先端計測分析技術・機器開発プログラム平成２５年度におけるプログラム実施の基本方針」

（Ｈ２５．１．２９）【参考資料２－６】

→重点開発領域として「ライフイノベーション領域」を設定。診断技術の向上、患者の負担軽減及
び医療費の抑制に貢献する計測分析技術・機器・システムを重点開発。

→推進委員会の下に「ライフイノベーション領域分科会」を設置。計測分析の専門家のみならず、
ユーザー側の専門家（特に、医療従事者）や関係府省を分科会に参画。



研究成果展開事業 〔（独）科学技術振興機構〕

先端計測分析技術・機器開発プログラム

背
景

○計測分析技術・機器は、世界最先端の独創的な研究開発成果を創出するための重要なキーテクノロジーであり、共通的な研究開発基盤。
○ユーザーや研究開発プロジェクトと連携したターゲット指向型の技術・機器・システム開発の取組を一層強化することが不可欠。

概
要
・
体
制

○研究開発の進捗段階に応じて、「要素技術」「機器開発」「プロトタイプ実証・実用化」「開発・普及促進」の４つの取組フェーズを設け、産学連携
による研究開発を推進。

○診断機器や放射線計測機器等、ユーザー側との連携が特に重要となる領域については「重点開発領域」として設定。領域毎に指名された領域
総括が全体を俯瞰し、計測関係者のみならずユーザーや関係省庁を含めた公募採択・推進体制を構築。ユーザー側のニーズを踏まえた技術・
機器・システムを戦略的に生み出すことで、研究開発現場、医療現場、被災地等での確実な利用につなげる。

○開発開始1年経過時に中間評価を、開発終了後には事後評価・追跡評価を実施することにより、開発目標の達成状況を適時・適切に検証。
○専門的な立場から開発チームを支援・アドバイスできる研究者（開発総括）を取組フェーズ毎に置き、効果的・効率的に開発を進める。

最先端の研究開発現場で活用
→革新的な研究成果の創出

実用化により国内外の市場獲得
→我が国の産業競争力強化

ライフイノベーション（新規）

（開発例）

・太陽電池のナノレベルで
の表面・界面の計測分析
技術・機器

・蓄電池における固体内反
応計測分析技術・機器

（開発例）

・非侵襲かつ簡便なマーカー測定を
可能とする診断技術・機器

・未知のターゲット探索を可能とする
計測分析技術・機器

太陽電池ﾓｼﾞｭｰﾙ高精度
ｲﾝﾗｲﾝ計測評価装置顕微質量分析装置

食品放射能
検査システム

③プロトタイプ実証・実用化タイプ※

計測分析機器の性能を飛躍
的に向上させることが期待さ
れる技術開発＜最長４年＞

将来の創造的・独創的な研究
開発に資する技術・機器及び
システム開発＜最長６年＞

プロトタイプ機の性能実証並びに高度
化・最適化するための応用開発＜最長
３年＞

④開発成果の活用・普及促進
これまでに開発されたプロトタイプ機を、有力なユーザーの利用に
供し、当該機器の高度化、標準化等を推進＜最長３年＞

被災地の復旧・復興に直結する計測機器・システムを
開発。実用化タイプ※1、革新技術タイプ※2の２タイプ
を実施（25年度の新規採択は実用化タイプのみ）

放射線計測（復興特別会計）

※1：②及び③のフェーズが対象、最長3年間、
1年以上は開発費の半額を企業が自己負担

※2：①又は②のフェーズが対象、最長5年間

※③に係る開発費の半分は企業による自己負担。
ただし、中小企業の場合は、開発費の1/3が自己負担。②機器開発タイプ①要素技術タイプ

公募採択及び推進体制を改革・強化する「重点開発領域」として、３領域を設定。

（開発例）
・食品中の放射性物質の測定システム
・土壌等の放射線モニタリング機器

※運営費交付金中の推計額

グリーンイノベーション

継続974百万円、新規78百万円 継続1,235百万円、新規260百万円 継続400百万円、新規250百万円

継続117百万円、新規36百万円

継続1,189百万円、新規328百万円、事務費等34百万円

開発タイプ毎の予算額は一般会計分（復興特会除く）。ソフトウ
ェア開発タイプ（継続のみ）や事務費等に217百万円計上。

患者の負担軽減と医療費の抑制に貢献する診断
技術・機器や計測分析技術・機器等を開発。

太陽光発電、蓄電池、燃料電池の性能向上と
低コスト化に貢献する技術・機器等を開発。

平成２５年度予定額 ：3,567百万円

（平成２４年度予算額 ：3,745百万円）

※復興特別会計に別途1,551百万円（1,292百万円）計上
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革新的な先端計測分析技術・機器を開発するため、要素技術、技術開発、プロトタイプ実証・実用化、開発成果
の活用・普及促進等の開発フェーズを設置。各開発課題は、産学による密接な連携により、適切にフェーズをス
テップアップしながら、基礎研究から実用化・企業化まで一気通貫での研究開発を進める。

研究成果展開事業

先端計測分析技術・機器開発プログラム 【ＪＳＴ】

代表的な開発成果

生体計測用超高速フーリエ光レーダー顕微鏡

実施機関：宇都宮大学、富士フイルム（株）

光干渉技術を用いて、生きたままの生体試料
の断層画像を実時間で3次元撮像する技術を
搭載しており、眼底等の組織の観測が可能。世
界中の病院等へ販売。

研究用倒立顕微鏡「ECLIPSE Ti」
実施機関：東京大学、（株）ニコンインストルメンツカンパニーほか

自動焦点維持機能を備えるとともに、操作性や
画像解析ソフトを含めたトータルソリューションを
提供することで、生物学、医学、薬学等の各種
研究の現場における研究者のニーズに応える顕
微鏡。

事業の仕組み 事業化に向けたロードマップ

研究成果展開事業 〔（独）科学技術振興機構〕

先端計測分析技術・機器開発プログラム

５


